
 

 

 

 

 

 

 



 



 

  



目  次 

 

第１章 富津市子ども読書活動推進計画について 

１ 計画策定の趣旨    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・０１ 

２ 計画期間   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０２ 

３ 計画の位置づけ   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０２ 

 

第２章 富津市の読書活動の現状と課題 

 １ 第１次計画（R１～R５）における目標指標の実績・・・・・・・０４ 

 ２ 第１次計画期間における成果・・・・・・・・・・・・・・・・０５ 

 ３ 第１次計画期間における課題・・・・・・・・・・・・・・・・０７ 

 

第３章 第２次計画の基本的な方針 

 １ 基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０８ 

 ２ 計画の推進体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０９ 

 ３ 目標となる指標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０９ 

 

第４章 第２次計画の具体的な取組 

１ 家庭における読書活動の推進・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

２ 地域における読書活動の推進・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

３ 就学前教育・保育施設における読書活動の推進・・・・・・・・１２ 

４ 小・中学校における読書活動の推進・・・・・・・・・・・・・１２ 

５ 公共図書施設における読書活動の推進・・・・・・・・・・・・１４ 

 

関係資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

 



- 1 - 

 

第１章 富津市子ども読書活動推進計画について 

 

１ 計画策定の趣旨 

 

子どもの読書活動は言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊

かなものにし、また、子どもの生涯にわたる学習活動の基礎となるものでも

あり、人生をより深く生きる力を身に着けていく上で欠くことのできないも

のです。 

そのため、国においては、子どもの読書活動に関する施策を総合的かつ計

画的に推進し、読書を通じて子どもの健やかな成長に資することを目的に、

「子どもの読書活動推進に関する法律」（平成 13 年 法律第 154 号）を制定、

この法律に基づき、平成 14 年(2002 年)４月に「子どもの読書活動の推進に関

する基本的な計画」第一次計画を策定し、令和５年３月に第五次計画を策定

しました。 

千葉県においては、平成 15 年（2003 年）に「千葉県子どもの読書活動推進

計画」第一次計画を策定し、令和２年(2020 年)２月に第四次計画を策定、す

べての子どもが、本に親しみながら成長していくための取組が推進されてい

ます。 

本市では、平成 31 年(2019 年)３月に「富津市子どもの読書活動推進計画」

第１次計画を策定し、子どもたちが読書に親しむ機会を充実させ、自主的に

読書に取り組めるよう読書環境の整備・普及啓発活動を推進してきました。 

このたび、第１次計画の計画期間が令和５年度で終了することから、第１

次計画の成果と課題を踏まえ、国及び千葉県の当該計画を指針とし、子ども

の読書活動の更なる推進を図るため、「富津市子ども読書活動推進計画（第２

次）」を策定します。 
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２ 計画期間 

 

 本計画は令和６年度から令和 10 年度までの５年間とします。 

 

３ 計画の位置づけ 

 

 平成 13 年 12 月に施行された「子どもの読書活動の推進に関する法律」に

基づく計画です。 

 策定にあたっては、富津市みらい構想や富津市教育施策をはじめとする本

市の関連計画との整合性を図るとともに、ＳＤＧｓの考え方を踏まえ、取組

を実施していきます。 

 

 

【国】

子どもの読書活動の推進に関する

基本的な計画

第一次（平成14年８月）
第二次（平成20年３月）

第三次（平成25年５月）

第四次（平成30年４月）

第五次（令和５年３月）

【千葉県】

千葉県子どもの読書活動推進計画

第一次（平成15年３月）

第二次（平成22年３月）
第三次（平成27年３月）

第四次（令和２年２月）

富津市みらい構想

（令和４年度～令和13年度）

～誇りと愛着を持てるまちふっつ～

富津市教育施策

（令和６年度～令和８年度）

人と人とが温かくつながり
生涯にわたり学び

健康で活躍できるまち

富津市子ども読書活動推進計画

第２次（令和６年度～令和10年度）
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【ＳＤＧｓ（エスディージーズ】 

 ＳＤＧｓとは、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）の

ことで、2015 年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」に記載された、2030 年までに持続可能でよりよい世界を目

指す国際目標です。ＳＤＧｓは 17 のゴールと 169 のターゲットから構成さ

れ、誰一人取り残さないことが誓われています。 

 本計画は、17 のゴールのうち、主として「４ 質の高い教育をみんなに」

の達成に貢献することを目指し取り組みます。 
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第２章 富津市の読書活動の現状と課題 

 

１ 第１次計画（R1～R5）における目標指標の実績 

＊出典：富津市「読むこと書くこと」アンケート調査 

  

基本方

針 
評価指標 計画目標値 現状値 

子
ど
も
が
読
書
に
興
味

を
持
つ
機
会
の
提
供 

読み聞かせボランティア 

活用学校数 
50％ 90％ 

子
ど
も
の
読
書
活
動
の 

啓
発
・
普
及 

「読書が好き」と答えた児童・生徒

の割合＊ 

小学生 92％ 

中学生 88％ 

小学生 81％ 

中学生 71％ 

１日あたりの児童の読書時間 

16 分以上読書をする児童の割合＊ 
60％ 32％ 

１日あたりの生徒の読書時間 

全く読書をしない生徒の割合＊ 
50％以下 56％ 

子
ど
も
が
よ
り
多
く
の
本
を 

読
む
た
め
の
環
境
整
備 

〔移動図書館〕小学生以下貸出冊数 11,000 冊 
5,841 冊 

（令和 6 年 2 月末時点） 

司書教諭発令校 50％ 72％ 

学校図書館図書標準に定める蔵書冊

数の８割を満たした学校数 
70％ 72％ 

１人あたりの貸出冊数（年間） 

（カウント実施校のみ） 

小学生 12 冊 

中学生  4 冊 

― 

― 

図書除籍基準制定校数 40％ 36％ 

全体計画策定校数 90％ 90％ 

公共図書施設との連携学校数 50％ 100％ 

地域ボランティア活用学校数 60％ 90％ 
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２ 第１次計画期間における成果 

 

 令和元年度から第１次計画に掲げた３つの基本方針に沿って、市民ボラン

ティアや読み聞かせ団体等の協力により、子どもの読書活動の推進を図って

きました。 

 第１次計画の「基本方針」の項目ごとの取組についての成果は以下のとお

りです。 

 

（１）子どもが読書に興味をもつ機会の提供 

①乳児健診（４か月児健診）参加者に対して、読み聞かせを通した子どもと

のふれあい方の実演や月齢・年齢にあった絵本選びのポイントなどを司

書や市民ボランティアから個別に伝えるとともに、絵本をプレゼントす

る「ブックスタート」を実施しました。 

 

 

 

 

また、「ブックスタート」の事業効果を検証するため、３歳児健診参加

者にアンケート調査を行い、家庭での読み聞かせの状況について調査を

行いました。 

 

 

 

事業実施前（H28）は、絵本の読み聞かせを「している」・「することが

ある」と答えた人の割合は 78％でしたが、事業開始（平成 29 年度）から

３年後の令和２年度以降の調査では、15～20 ポイント増加しました。 

 

②生涯学習課の司書により「読み聞かせボランティア入門講座」を開講し、

絵本の読み聞かせを通して、ボランティアの喜びや読み聞かせの楽しさ

を学ぶ機会を提供し、読み聞かせのサークルの創出、活動の展開を促進し

ました。 

 R1 R2 R3 R4 

実施回数(回) 12 12 12 12 

配布冊数(冊) 121 106 134 105 

 
H28 

※実施前 
R2 R3 R4 

読み聞かせを

している(％) 
78 94 93 98 
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（２）子どもの読書活動の啓発・普及 

①本を読む力や集中力、本を読む習慣を身につけるため、市内全小中学校

で「朝の読書」（１回 10 分程度）の時間を設け、読書に対して抵抗感があ

る子どもも、日常的に読書に取り組むことができました。 

 

②読書が好きな子どもを増やすため、５のつく日を「読書の日」と設定して

啓発を行い、「朝の読書」以外の時間や家庭での読書活動を推進しました。 

 

③全小中学校で、国語の授業や総合的な学習の時間に学校図書館を活用し、

図書を用いて分からないことを自分で調べる習慣をつけるなど、情報収

集能力や探求心の向上を図りました。 

 

④「広報ふっつ」や市ホームページ等で、新刊図書情報や移動図書館の巡回

予定を掲載するとともに、生涯学習課で発行している「富津市生涯学習情

報提供誌」では、おはなし会や読み聞かせボランティア入門講座などの予

定を掲載するなど、積極的な情報発信により、子どもたちが、１人でも多

く本に親しむことができるような環境を整えました。 

 

（３）子どもがより多くの本を読むための環境整備 

①市内図書施設の基幹館となる市立図書館をイオンモール富津内に整備

（令和５年４月１日開館）し、図書の選書においては児童図書の充実に努

め、また絵本に囲まれ、読み聞かせもできる児童コーナーを設置するなど

子どもの読書環境の充実を図りました。 

 

②読書支援員を各学校に週１回５時間配置し、読み聞かせや本の紹介をす

るブックトークの実施及び図書室や校内の掲示物などの学校図書環境の

整備に取り組みました。 

 

③市内小学校（１校を除く全７校）へ移動図書館を巡回させ、児童生徒の読

書環境の充実を図るとともに、読書支援員を介して団体貸出サービスの

利用促進を図りました。 
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３ 第１次計画期間における課題 

 

第１次計画では、基本方針として３つの項目を掲げて各種事業を展開し、

その進捗状況を図るため、各項目に目標とする数値を定めて計画を推進して

きました。３つの基本方針のうち、「子どもの読書活動の啓発・普及」におけ

る、児童・生徒の読書活動を示す数値は、どれも目標値を下回っており、第１

次計画策定時（平成 30 年度）と比較しても、読書が好きな子どもが減少傾向

にあります。 

 

評価指標 
策定時 
（H30）

R1 R2 R3 R4 R5 目標 

16 分以上読書をする 

児童の割合 
43％ 37％ 52％ 42％ 36％ 32％ 60％ 

 

評価指標 
策定時 
（H30）

R1 R2 R3 R4 R5 目標 

全く読書をしない生徒 

の割合 
60％ 63％ 65％ 61％ 61％ 56％ 

50％

以下 

 

スマートフォンやタブレット端末などの電子機器の利用時間の増加、また

進学するにつれて「部活動」や「通塾」など、生活環境が多様化することによ

り、読書時間を確保できていないことが要因として考えられます。 

しかし、中学生までに十分な読書習慣が形成されないことが、高校生以降

での読書への興味・関心の低下につながる傾向があることから、小学校・中

学校において、より多くの読書好きな子どもたちを育てることが大切です。 

これまで取り組んできた発達段階に応じた読書指導や、子ども自らが読書

の楽しさを知り、読書の幅を広げ、読書への関心を高めていくこと、また、多

忙を極める日々の生活の中で、読書の時間を確保し読書習慣を定着させてい

く機会の提供を根気よく続けていくことが大切だと考えます。 

評価指標 
策定時 
（H30）

R1 R2 R3 R4 R5 目標 

読書の好きな 

子どもの割合 

小学生 86％ 85％ 85％ 86％ 85％ 81％ 92％ 

中学生 82％ 72％ 74％ 75％ 74％ 71％ 88％ 



- 8 - 

 

第３章 第２次計画の基本的な方針 

 

１ 基本方針 

 

本市で暮らすすべての子どもたちが豊かな読書体験をできるように、読書

のすばらしさを伝え、読書環境を整えていくことが重要であることから、第

１次計画に引き続き、基本方針として次の３つを掲げ、これら３つの観点か

ら子どもの読書活動を推進する取組を実施していきます。 

 

 

 

 

読書の習慣を身につける前段階として、まず本と出会い興味を持つことが

必要です。そのために、図書館、公民館、保育所（園）、学校等での読み聞か

せ、ブックスタート事業等を行い、子どもが読書に興味を持つ機会の提供に

努めます。 

 

 

 

学校、図書館、家庭、地域等が連携して、子ども読書活動の重要性を浸透さ

せることが重要です。行政だけでなく、多方面から子どもの読書活動の普及

がなされるよう努めます。 

 

 

 

「図書館」、「公民館等図書室」、「移動図書館」、「学校図書館」等の現有施設

を主軸とし、就学前教育・保育施設、学校、放課後児童クラブなどにまとまっ

た冊数を一定期間貸し出す「団体貸出制度」などを活用しながら、子どもた

ちが多くの本に触れることができる環境整備に努めます。 

 

子どもが読書に興味を持つ機会の提供  

子どもの読書活動の啓発・普及  

子どもがより多くの本を読むための環境整備 
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２ 計画の推進体制 

 

子どもの読書活動推進に関わる各機関、部署は本計画を指針とし、子ども

の読書活動推進事業の充実を図ります。 

また、計画の推進にあたっては、「富津市社会教育委員会議」により、取組

状況を分析するとともに、内容の改善に努めることで、読書活動のより良い

推進を目指します。また、第２次計画期間満了時には、各取組における成果

と課題を整理し、次期計画の策定に反映させます。 

 

 

 

３ 目標となる指標 

 

本計画の達成状況等の点検・評価を行うために、令和 10 年度を目標年度と

する目標数値を定めました。 

機関毎の取組の中で、指標の達成に向けた具体的な取組を行っていきます。 

№ 評価指標 現状値（R5） 目標値（R10） 

１ 
「読書が好き」と答えた児童生徒の

割合＊ 

小 81％ 

中 71％ 

小 85％ 

中 75％ 

２ 
不読率（普段全く本を読まない児童

生徒の割合）＊＊ 

小６ 22％ 

中３ 40％ 

小６ 17％ 

中３ 35％ 

３ 図書貸出券登録率（０歳～15 歳） 
48％ 

（令和 6 年 2 月末時点） 
60％ 

４ 

児童書の年間貸出冊数 

（市立図書館、移動図書館、公民館・

市民会館図書室の合計） 

82,090 冊 

（令和 6 年 2 月末時点） 
95,000 冊 
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＊富津市「読むこと書くこと」アンケート調査 

質問：読書は好きですかに「好き」「どちらかといえば好き」と答えた児童生徒の

割合 

＊＊全国学力・学習状況調査 

質問：学校の授業時間以外に、普段(月曜日から金曜日)、１日当たりどれくらいの時

間、読書をしますか（電子書籍の読書も含みます。教科書、漫画や雑誌は除きます）。

に「全くしない」と答えた児童生徒の割合 

 

※千葉県教育委員会が実施する優秀・優良学校図書館認定事業 

 千葉県独自で作成した「学校図書館自己評価表（ベーシックシート・トライアル

シート）」に設定されている項目の達成状況により認定される。 

【優良学校図書館】 

「ベーシックシート」において「達成している」が 12 項目以上 

【優秀学校図書館】 

「トライアルシート」において「達成している」が 20 項目以上 

            ※優良校の条件を達成した学校が対象 

 

◆各指標の達成には複数の基本方針や取組の成果が反映されることから、基本方針

ごとの区分はしないこととしました。 

  

５ 図書ボランティア活用学校数 90％ 100％ 

６ 
図書館の団体貸出・配本サービスを

利用している学校数 
81％ 100％ 

７ 
優秀・優良学校図書館※の学校 

の割合 

優秀 
小  0％ 

中  0％ 
優秀 

小 38％ 

中 33％ 

優良 
小 87％ 

中  0％ 
優良 

小 100％ 

中 95％ 
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第４章 第２次計画の具体的な取組 

 

１ 家庭における読書活動の推進 

 

子どもの読書習慣は、日常の生活を通して形成されるものであり、読書が

生活の中に位置付けられ、継続して行われる必要があります。特に乳幼児期

から学童期にかけて、保護者は、子どもが読書に親しむきっかけをつくると

ともに、読書の習慣化を図ったり、読書に対する興味や関心を引き出したり

するよう積極的に子どもに働きかけることが望まれます。 

 

№ 具体的な取組 取組の概要 担当課等 

１ 
ブックスタート事

業の推進 

親子が触れあうきっかけづくりとし

て、絵本、読み聞かせ、乳児向けの本の

案内リーフレットを配付します。 

生涯学習課 

健康づくり課 

２ 

各種子育て関連講

座や健診時等にお

ける啓発 

読み聞かせや読書の大切さを、家庭教

育や子育て支援に関する事業などにおい

て啓発していきます。 

生涯学習課 

図書館 

健康づくり課 

 

２ 地域における読書活動の推進 

 

子ども達は、ボランティア活動などによる「おはなし会」や読書イベント

等を通じて本を身近に感じ、自らの読書習慣を形成していきます。子育て関

係団体や放課後ルーム、図書施設を通して、地域の中で子どもの読書活動を

推進していきます。 

 

№ 具体的な取組 取組の概要 担当課等 

１ 
子育て関係団体へ

の支援 

図書施設へ大型絵本や紙芝居などを整

備し、団体貸出サービスを通して、子育

て関係団体の積極的利用を促進します。 

生涯学習課 

図書館 

２ 

放 課 後 児 童 ク ラ

ブ、放課後ルーム

等への支援 

子ども達が日常的に本と接することが

できるよう図書館に児童書を充実させ、

本を読みたいという要望に応えます。 

生涯学習課 

図書館 
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３ 就学前教育・保育施設における読書活動の推進 

 

保育所（園）、幼稚園や認定こども園等は、初めての集団生活の場であ

り、ものの見方や考え方の基礎となる時期であるため、見る力・聞く力・想

像力を養える絵本等に触れることが貴重な体験となります。施設の職員をは

じめ、保護者や地域との協力・連携を図り、その機会を多様な形で設けるこ

とが大切です。 

 

№ 具体的な取組 取組の概要 担当課 

１ 

移動図書館車等の

巡回による読書推

進 

子どもが自分で本を選び、本を借りる

図書館体験や本に親しむ機会をつくりま

す。 

生涯学習課 

図書館 

保育課 

２ 
読書習慣の定着に

向けた啓発の推進 

保育所（園）等でも日常的に読み聞か

せを実施するとともに、家庭でも取り組

みやすい読み聞かせの提案に努めます。 

生涯学習課 

保育課 

３ 
地域との読書のふ

れあいの場の提供 

地域で活動している読み聞かせサーク

ル等と協力し、状況に適したふれあいを

交え、多様な読書形態の提供に努めます。 

生涯学習課 

保育課 

 

４ 小・中学校における読書活動の推進 

 

 小・中学校は、児童生徒の読書活動を推進する上での大きな役割を担って

います。学習指導要領では、楽しんで読書しようとする態度を育てること

や、読書に親しみ、ものの見方や考え方を広げようとする態度を育てること

などが目標とされ、富津市教育施策にも、読書活動の推進についてふれてい

ます。小・中学校においては、各教科、特別活動、総合的な学習の時間を通

して、児童生徒の発達段階に応じて読書に親しむ態度を育成し、読書習慣を

身に付けさせるとともに、小・中学校の実情に応じて様々な工夫を凝らし、

家庭・地域等と十分に連携を図り、読書活動に取り組むことが大切です。 

また、学校図書館は、児童生徒の自由な読書活動や読書指導の場であると

ともに、興味・関心等を呼び起こし、自発的・自主的な学習活動を支援する

役割を担っています。学校図書館を計画的に整備することにより、児童生徒

の読書活動の充実を図ります。 
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№ 具体的な取組 取組の概要 担当課 

１ 
小・中学校の読書

環境の整備 

学校経営の重点の中に学校図書館の活

用方法や読書活動について計画し、先進

的な取組に関する情報交換や研修を行う

ことにより、学校図書館担当者をはじめ

とする学校関係者の意識の高揚を図ると

ともに蔵書数を増やし、児童生徒が様々

な本に触れやすい環境整備に努めます。 

教育総務課 

学校教育課 

２ 
「読書の日」の推

進 

５のつく日を「読書の日」と定め、家

族で一緒に本を楽しむ時間を設定しま

す。内容は、家族で本を読む、読み聞か

せをする、本の内容について語り合うな

ど、様々な取り組みを行う中で、本の楽

しさに触れることができるよう努めま

す。 

学校教育課 

３ 
学習支援機能の整

備 

読書支援員により、調べ学習に対する

適切な資料の提供や一人ひとりの児童生

徒に応じた読書の支援に努めます。 

学校教育課 

４ 
全校一斉読書（「朝

の読書」等）の推進 

「朝の読書」や「読み聞かせ」等多様

な読書活動の一層の推進を図ります。 

「子どもに読ませたい本 100 選」（千葉県

教育委員会）等の読書啓発リーフレット

を活用して、読書の推進を図ります。 

学校教育課 

５ 
本を通しての交流

活動の推進 

読み聞かせボランティアなど、地域の

様々な人材支援による読み聞かせの充実

に努め、本を通して地域との交流を図り

ます。 

生涯学習課 

学校教育課 

６ 図書館利用の推進 

国語の授業や「総合的な学習の時間」

に、学校図書館や市立図書館の積極的な

活用を図った授業展開に努めます。 

生涯学習課 

図書館 

７ 

学校図書館の図書

資料等の整備・充

実 

児童生徒が、個々の課題に応じた調べ

学習を効果的に進めることができるよ

う、図書資料や読書環境の整備に努めま

す。 

教育総務課 

生涯学習課 
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５ 公共図書施設における読書活動の推進 

 

市立図書館は、子どもが読みたい本を豊富な図書の中から自由に選択し、

読書に親しむ機会を得ることができる場所であり、読書についての相談やイ

ベント等を開催することで、子どもの読書活動を推進する中心的役割を担っ

ています。また、子どもへの情報提供や魅力ある蔵書の充実に努め、児童

書・青少年コーナーを整備するとともに、おはなし会やイベントを開催し、

幼い頃から本に親しみ読書に意欲が持てるよう努めます。更に配本サービス

（希望内容に応じた資料を選書し配送する）を発展させ、教育機関との連携

を深めます。また、市内には図書館以外にも公民館・市民会館図書室や移動

図書館といった図書施設があり、全ての施設が同じ図書システムでネットワ

ーク化されています。市立図書館を基幹館として各施設との連携を図りなが

ら、効果的・効率的な図書サービスを提供するとともに、ボランティア団体

等との協働を通じて、地域・家庭・教育機関の連携を図ります。 

 

 

№ 具体的な取組 取組の概要 担当課 

１ 図書館相互の連携 

市立図書館に蔵書がない本は、相互貸

借制度を活用し、他の図書館から取り寄

せて学校等のリクエストに応えます。 

生涯学習課 

図書館 

２ 
学校等の教育機関

との連携 

学校等の依頼を受け、テーマに合わせ

て本を選び、調べ学習等を支援します。 

また、団体貸出等の配本サービスの利

用促進に努めるとともに図書館への理解

を深めるため小・中学生の社会科見学等

を積極的に受け入れます。 

生涯学習課 

図書館 

３ 
配慮が必要な子ど

もへの支援 

読書バリアフリーに対応し、配慮が必

要な子どもが読書に十分親しめるよう、

点字本・録音図書・外国語の図書等の収

集に努め、誰でも利用しやすい施設や設

備の整備に努めます。 

生涯学習課 

図書館 

４ 
ボランティア活動

の推進 

子どもの読書活動の担い手を支援する

ため、大型絵本・紙芝居を整備・充実さ

せます。読み聞かせ等の機会やスキルア

ップの場を提供するなどして、ボランテ

ィア活動を推進します。 

生涯学習課 

図書館 
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５ 図書館資料の整備 

子どもの読書に繋がる原作や関連図書

等、児童・青少年向け資料の収集に努め、

魅力ある蔵書の充実を図ります。デジタ

ルに慣れ親しむ世代であることから、電

子図書の充実も図ります。 

生涯学習課 

図書館 

６ 
イベントの企画充

実 

子どもが本や図書館に親しむきっかけ

となるよう、子どもの興味・関心や発達

の段階に応じた様々なイベントを積極的

に企画・実施していきます。 

生涯学習課 

図書館 

７ 保護者への啓発 

親子を対象とするイベントやおはなし

会を開催していきます。保護者を対象に

した講習会等に職員を派遣するなどし

て、保護者にも読書活動の重要性を啓発

するよう努めます。 

生涯学習課 

図書館 

８ 
郷土資料の充実と

情報発信 

郷土の作家や富津市を舞台とした作品

等の資料展示、富津市関係資料の収集に

努め、子ども達に触れさせることにより

郷土への興味・関心と理解を深め、郷土

愛の醸成を図ります。 

生涯学習課 
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【子どもの読書活動の推進に関する法律】 

〔平成 13 年 12 月 12 日法律第 154 号〕 

 

（目的） 

第一条 この法律は、子どもの読書活動の推進に関し、基本理念を定め、並

びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、子どもの読書

活動の推進に関する必要な事項を定めることにより、子どもの読書活動の

推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって子どもの健やかな

成長に資することを目的とする。 

 

（基本理念） 

第二条 子ども（おおむね十八歳以下の者をいう。以下同じ。）の読書活動

は、子どもが、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かな

ものにし、人生をより深く生きる力を身に付けていく上で欠くことのでき

ないものであることにかんがみ、すべての子どもがあらゆる機会とあらゆ

る場所において自主的に読書活動を行うことができるよう、積極的にその

ための環境の整備が推進されなければならない。 

 

（国の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

子どもの読書活動の推進に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責

務を有する。 

 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、そ

の地域の実情を踏まえ、子どもの読書活動の推進に関する施策を策定し、

及び実施する責務を有する。 

 

（事業者の努力） 
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第五条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念にのっと

り、子どもの読書活動が推進されるよう、子どもの健やかな成長に資する

書籍等の提供に努めるものとする。 

 

（保護者の役割） 

第六条 父母その他の保護者は、子どもの読書活動の機会の充実及び読書活

動の習慣化に積極的な役割を果たすものとする。 

 

（関係機関等との連携強化） 

第七条 国及び地方公共団体は、子どもの読書活動の推進に関する施策が円

滑に実施されるよう、学校、図書館その他の関係機関及び民間団体との連

携の強化その他必要な体制の整備に努めるものとする。 

 

（子ども読書活動推進基本計画） 

第八条 政府は、子どもの読書活動の推進に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図るため、子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画（以下

「子ども読書活動推進基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 政府は、子ども読書活動推進基本計画を策定したときは、遅滞なく、こ

れを国会に報告するとともに、公表しなければならない。 

３ 前項の規定は、子ども読書活動推進基本計画の変更について準用する。 

 

（都道府県子ども読書活動推進計画等） 

第九条 都道府県は、子ども読書活動推進基本計画を基本とするとともに、

当該都道府県における子どもの読書活動の推進の状況等を踏まえ、当該都

道府県における子どもの読書活動の推進に関する施策についての計画（以

下「都道府県子ども読書活動推進計画」という。）を策定するよう努めな

ければならない。 

２ 市町村は、子ども読書活動推進基本計画（都道府県子ども読書活動推進

計画が策定されているときは、子ども読書活動推進基本計画及び都道府県

子ども読 書活動推進計画）を基本とするとともに、当該市町村における

子どもの読書活動の推進の状況等を踏まえ、当該市町村における子どもの
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読書活動の推進に関する施策についての計画（以下「市町村子ども読書活

動推進計画」という。）を策定するよう努めなければならない。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県子ども読書活動推進計画又は市町村子

ども読書活動推進計画を策定したときは、これを公表しなければならな

い。 

４ 前項の規定は、都道府県子ども読書活動推進計画又は市町村子ども読書

活動推進計画の変更について準用する。 

 

（子ども読書の日） 

第十条 国民の間に広く子どもの読書活動についての関心と理解を深めると

ともに、子どもが積極的に読書活動を行う意欲を高めるため、子ども読書

の日を設ける。 

２ 子ども読書の日は、四月二十三日とする。 

３ 国及び地方公共団体は、子ども読書の日の趣旨にふさわしい事業を実施

するよう努めなければならない。 

 

（財政上の措置等） 

第十一条 国及び地方公共団体は、子どもの読書活動の推進に関する施策を

実施するため必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものと

する。 

 

   附 則 

 この法律は、公布の日から施行する。 

  



- 20 - 

 

【文字・活字文化振興法】 

〔平成 17 年 7 月 29 日法律第 91 号〕 

 

（目的） 

第一条 この法律は、文字・活字文化が、人類が長い歴史の中で蓄積してき

た知識及び知恵の継承及び向上、豊かな人間性の涵(かん)養並びに健全な

民主主義の発達に欠くことのできないものであることにかんがみ、文字・

活字文化の振興に関する基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責

務を明らかにするとともに、文字・活字文化の振興に関する必要な事項を

定めることにより、我が国における文字・活字文化の振興に関する施策の

総合的な推進を図り、もっ て知的で心豊かな国民生活及び活力ある社会

の実現に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「文字・活字文化」とは、活字その他の文字を用

いて表現されたもの（以下この条において「文章」という。）を読み、及

び書くことを中心として行われる精神的な活動、出版活動その他の文章を

人に提供するための活動並びに出版物その他のこれらの活動の文化的所産

をいう。 

 

（基本理念） 

第三条 文字・活字文化の振興に関する施策の推進は、すべての国民が、そ

の自主性を尊重されつつ、生涯にわたり、地域、学校、家庭その他の様々

な場において、居住する地域、身体的な条件その他の要因にかかわらず、

等しく豊かな文字・活字文化の恵沢を享受できる環境を整備することを旨

として、行われなければならない。 

２ 文字・活字文化の振興に当たっては、国語が日本文化の基盤であること

に十分配慮されなければならない。 

３ 学校教育においては、すべての国民が文字・活字文化の恵沢を享受する

ことができるようにするため、その教育の課程の全体を通じて、読む力及
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び書く力並びにこれらの力を基礎とする言語に関する能力（以下「言語

力」という。）の涵(かん)養に十分配慮されなければならない。 

 

（国の責務） 

第四条 国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にの

っとり、文字・活字文化の振興に関する施策を総合的に策定し、及び実施

する責務を有する。 

 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、そ

の地域の実情を踏まえ、文字・活字文化の振興に関する施策を策定し、及

び実施する責務を有する。 

 

（関係機関等との連携強化） 

第六条 国及び地方公共団体は、文字・活字文化の振興に関する施策が円滑

に実施されるよう、図書館、教育機関その他の関係機関及び民間団体との

連携の強化その他必要な体制の整備に努めるものとする。 

 

（地域における文字・活字文化の振興） 

第七条 市町村は、図書館奉仕に対する住民の需要に適切に対応できるよう

にするため、必要な数の公立図書館を設置し、及び適切に配置するよう努

めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、公立図書館が住民に対して適切な図書館奉仕を

提供することができるよう、司書の充実等の人的体制の整備、図書館資料

の充実、情報化の推進等の物的条件の整備その他の公立図書館の運営の改

善及び向上のために必要な施策を講ずるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、大学その他の教育機関が行う図書館の一般公衆

への開放、文字・活字文化に係る公開講座の開設その他の地域における文

字・活字文化の振興に貢献する活動を促進するため、必要な施策を講ずる

よう努めるものとする。 
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４ 前三項に定めるもののほか、国及び地方公共団体は、地域における文

字・活字文化の振興を図るため、文字・活字文化の振興に資する活動を行

う民間団体の支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 

（学校教育における言語力の涵養） 

第八条 国及び地方公共団体は、学校教育において言語力の涵(かん)養が十

分に図られるよう、効果的な手法の普及その他の教育方法の改善のために

必要な施策を講ずるとともに、教育職員の養成及び研修の内容の充実その

他のその資質の向上のために必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、学校教育における言語力の涵(かん)養に資する

環境の整備充実を図るため、司書教諭及び学校図書館に関する業務を担当

するその他の職員の充実等の人的体制の整備、学校図書館の図書館資料の

充実及び情報化の推進等の物的条件の整備等に関し必要な施策を講ずるも

のとする。 

 

（文字・活字文化の国際交流） 

第九条 国は、できる限り多様な国の文字・活字文化が国民に提供されるよ

うにするとともに我が国の文字・活字文化の海外への発信を促進するた

め、我が国においてその文化が広く知られていない外国の出版物の日本語

への翻訳の支援、日本語の出版物の外国語への翻訳の支援その他の文字・

活字文化の国際交流を促進するために必要な施策を講ずるものとする。 

 

（学術的出版物の普及） 

第十条 国は、学術的出版物の普及が一般に困難であることにかんがみ、学

術研究の成果についての出版の支援その他の必要な施策を講ずるものとす

る。 

 

（文字・活字文化の日） 

第十一条 国民の間に広く文字・活字文化についての関心と理解を深めるよ

うにするため、文字・活字文化の日を設ける。 

２ 文字・活字文化の日は、十月二十七日とする。 
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３ 国及び地方公共団体は、文字・活字文化の日には、その趣旨にふさわし

い行事が実施されるよう努めるものとする。 

 

（財政上の措置等） 

第十二条 国及び地方公共団体は、文字・活字文化の振興に関する施策を実

施するため必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 
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【視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律】 

〔令和元年 6 月 28 日号法律第 49 号〕 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関し、基本理

念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、基

本計画の策定その他の視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する施策

の基本となる事項を定めること等により、視覚障害者等の読書環境の整備

を総合的かつ計画的に推進し、もって障害の有無にかかわらず全ての国民

が等しく読書を通じて文字・活字文化（文字・活字文化振興法（平成十七

年法律第九十一号）第二条に規定する文字・活字文化をいう。）の恵沢を

享受することができる社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「視覚障害者等」とは、視覚障害、発達障害、肢

体不自由その他の障害により、書籍（雑誌、新聞その他の刊行物を含む。

以下同じ。）について、視覚による表現の認識が困難な者をいう。 

２ この法律において「視覚障害者等が利用しやすい書籍」とは、点字図

書、拡大図書その他の視覚障害者等がその内容を容易に認識することがで

きる書籍をいう。 

３ この法律において「視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等」とは、電

子書籍その他の書籍に相当する文字、音声、点字等の電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られる記録をいう。第十一条第二項及び第十二条第二項において同

じ。）であって、電子計算機等を利用して視覚障害者等がその内容を容易

に認識することができるものをいう。 

 

（基本理念） 

第三条 視覚障害者等の読書環境の整備の推進は、次に掲げる事項を旨とし

て行われなければならない。 

一 視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等が視覚障害者等の読書に係る

利便性の向上に著しく資する特性を有することに鑑み、情報通信その他
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の分野における先端的な技術等を活用して視覚障害者等が利用しやすい

電子書籍等の普及が図られるとともに、視覚障害者等の需要を踏まえ、

引き続き、視覚障害者等が利用しやすい書籍が提供されること。 

二 視覚障害者等が利用しやすい書籍及び視覚障害者等が利用しやすい電

子書籍等（以下「視覚障害者等が利用しやすい書籍等」という。）の量

的拡充及び質の向上が図られること。 

三 視覚障害者等の障害の種類及び程度に応じた配慮がなされること。 

 

（国の責務） 

第四条 国は、前条の基本理念にのっとり、視覚障害者等の読書環境の整備

の推進に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、第三条の基本理念にのっとり、国との連携を図り

つつ、その地域の実情を踏まえ、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に

関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（財政上の措置等） 

第六条 政府は、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する施策を実施

するため必要な財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

 

第二章 基本計画等 

（基本計画） 

第七条 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、視覚障害者等の読書環境の整備

の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、視覚障害者等

の読書環境の整備の推進に関する基本的な計画（以下この章において「基

本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する施策についての基本的

な方針 

 二 視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関し政府が総合的かつ計画的

に講ずべき施策 
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 三 前二号に掲げるもののほか、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に

関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、基本計画を策定しようとするとき

は、あらかじめ、経済産業大臣、総務大臣その他の関係行政機関の長に協

議しなければならない。 

４ 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、基本計画を策定しようとするとき

は、あらかじめ、視覚障害者等その他の関係者の意見を反映させるために

必要な措置を講ずるものとする。 

５ 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、基本計画を策定したときは、遅滞な

く、これをインターネットの利用その他適切な方法により公表しなければ

ならない。 

６ 前三項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

 

（地方公共団体の計画） 

第八条 地方公共団体は、基本計画を勘案して、当該地方公共団体における

視覚障害者等の読書環境の整備の状況等を踏まえ、当該地方公共団体にお

ける視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する計画を定めるよう努め

なければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を定めようとするときは、あらかじめ、視

覚障害者等その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、第一項の計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表

するよう努めなければならない。 

４ 前二項の規定は、第一項の計画の変更について準用する。 

 

第三章 基本的施策 

（視覚障害者等による図書館の利用に係る体制の整備等） 

第九条 国及び地方公共団体は、公立図書館、大学及び高等専門学校の附属

図書館並びに学校図書館（以下「公立図書館等」という。）並びに国立国

会図書館について、各々の果たすべき役割に応じ、点字図書館とも連携し

て、視覚障害者等が利用しやすい書籍等の充実、視覚障害者等が利用しや

すい書籍等の円滑 な利用のための支援の充実その他の視覚障害者等によ
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るこれらの図書館の利用に係る体制の整備が行われるよう、必要な施策を

講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、点字図書館について、視覚障害者等が利用しや

すい書籍等の充実、公立図書館等に対する視覚障害者等が利用しやすい書

籍等の利用に関する情報提供その他の視覚障害者等が利用しやすい書籍等

を視覚障害者が十分かつ円滑に利用することができるようにするための取

組の促進に必要な施策を講ずるものとする。 

 

（インターネットを利用したサービスの提供体制の強化） 

第十条 国及び地方公共団体は、視覚障害者等がインターネットを利用して

全国各地に存する視覚障害者等が利用しやすい書籍等を十分かつ円滑に利

用することができるようにするため、次に掲げる施策その他の必要な施策

を講ずるものとする。 

 一 点字図書館等から著作権法（昭和四十五年法律第四十八号）第三十七

条第二項又は第三項本文の規定により製作される視覚障害者等が利用し

やすい電子書籍等（以下「特定電子書籍等」という。）であってインタ

ーネットにより送信することができるもの及び当該点字図書館等の有す

る視覚障害者等が利用しやすい書籍等に関する情報の提供を受け、これ

らをインターネットにより視覚障害者等に提供する全国的なネットワー

クの運営に対する支援 

 二 視覚障害者等が利用しやすい書籍等に係るインターネットを利用した

サービスの提供についての国立国会図書館、前号のネットワークを運営

する者、公立図書館等、点字図書館及び特定電子書籍等の製作を行う者

の間の連携の強化 

 

 

（特定書籍及び特定電子書籍等の製作の支援） 

第十一条 国及び地方公共団体は、著作権法第三十七条第一項又は第三項本

文の規定により製作される視覚障害者等が利用しやすい書籍（以下「特定

書籍」という。）及び特定電子書籍等の製作を支援するため、製作に係る

基準の作成等のこれらの質の向上を図るための取組に対する支援その他の

必要な施策を講ずるものとする。 
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２ 国は、特定書籍及び特定電子書籍等の効率的な製作を促進するため、出

版を行う者（次条及び第十八条において「出版者」という。）からの特定

書籍又は特定電子書籍等の製作を行う者に対する書籍に係る電磁的記録の

提供を促進するための環境の整備に必要な支援その他の必要な施策を講ず

るものとする。 

 

（視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等の販売等の促進等） 

第十二条 国は、視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等の販売等が促進さ

れるよう、技術の進歩を適切に反映した規格等の普及の促進、著作権者と

出版者との契約に関する情報提供その他の必要な施策を講ずるものとす

る。 

２ 国は、書籍を購入した視覚障害者等からの求めに応じて出版者が当該書

籍に係る電磁的記録の提供を行うことその他の出版者からの視覚障害者等

に対する書籍に係る電磁的記録の提供を促進するため、その環境の整備に

関する関係者間における検討に対する支援その他の必要な施策を講ずるも

のとする。 

 

（外国からの視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等の入手のための環境の整備） 

第十三条 国は、視覚障害者等が、盲人、視覚障害者その他の印刷物の判読

に障害のある者が発行された著作物を利用する機会を促進するためのマラ

ケシュ条約の枠組みに基づき、視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等で

あってインターネットにより送信することができるものを外国から十分か

つ円滑に入手することができるよう、その入手に関する相談体制の整備そ

の他のその入手のための環境の整備について必要な施策を講ずるものとす

る。 

 

（端末機器等及びこれに関する情報の入手の支援） 

第十四条 国及び地方公共団体は、視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等

を利用するための端末機器等及びこれに関する情報を視覚障害者等が入手

することを支援するため、必要な施策を講ずるものとする。 

 

（情報通信技術の習得支援） 
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第十五条 国及び地方公共団体は、視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等

を利用するに当たって必要となる情報通信技術を視覚障害者等が習得する

ことを支援するため、講習会及び巡回指導の実施の推進その他の必要な施

策を講ずるものとする。 

 

（研究開発の推進等） 

第十六条 国は、視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等及びこれを利用す

るための端末機器等について、視覚障害者等の利便性の一層の向上を図る

ため、これらに係る先端的な技術等に関する研究開発の推進及びその成果

の普及に必要な施策を講ずるものとする。 

 

（人材の育成等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、特定書籍及び特定電子書籍等の製作並び

に公立図書館等、国立国会図書館及び点字図書館における視覚障害者等が

利用しやすい書籍等の円滑な利用のための支援に係る人材の育成、資質の

向上及び確保を図るため、研修の実施の推進、広報活動の充実その他の必

要な施策を講ずるものとする。 

 

第四章 協議の場等 

第十八条 国は、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する施策の効果

的な推進を図るため、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、総務省その

他の関係行政機関の職員、国立国会図書館、公立図書館等、点字図書館、

第十条第一号のネットワークを運営する者、特定書籍又は特定電子書籍等

の製作を行う者、出版者、視覚障害者等その他の関係者による協議の場を

設けることその他関係者の連携協力に関し必要な措置を講ずるものとす

る。 

 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 
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【千葉県優良・優秀学校図書館認定事業における自己評価表】 

  
◆ベーシックシート（小学校） 
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◆ベーシックシート（中学校） 
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◆トライアルシート（小学校） 
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◆トライアルシート（中学校） 
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【富津市子ども読書活動の調査結果と分析】 

 

（１）「読むこと書くこと」アンケートから 

富津市教育委員会では、本を読むことと自分の考えをまとめることができ

るようになることを重点課題として、平成 29 年度末から教育センター（学校

教育課）が全児童生徒を対象に「読むこと書くこと」アンケートを年２回実

施しています（中間調査７～10 月、学年末調査 12～３月）。直近では令和３

年度～５年度の３年間の取組で、令和５年度末に目標値を設定しています。 

第１次計画では、この調査の『読む意欲』の設問「読書は好きですか」と

『読むこと』の設問「１日の読書時間」の平成 30 年度の結果から、５年後の

目標値を定めました。７ページの表では各年度末の数値で概観したところで

すが、中間調査も含めてそれぞれの推移を見てみます。 

 

  

読書は好きですか (%)【小学生】

年度

年月 H31.3 R1.7 R1.12 R2.7 R3.3 R3.10 R4.2 R4.9 R5.2 R5.9 R6.2

好き＊ 56 59 56 59 58 58 57 47 51 49 48

どちらかといえば好き＊ 30 26 29 29 27 28 29 34 34 33 33

どちらかといえば好きではない 10 10 10 8 10 10 10 11 11 12 11

好きではない 4 5 5 4 5 4 4 7 4 6 8

＊肯定的回答 86 85 85 88 85 86 86 81 85 82 81 91

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R5

目標



- 35 - 

 

［小学生］ R3 まで 85％以上だった肯定的回答が、R4 以降は 85％以下にな

っています。内訳を見ると、「好き」が 56～59％から 47～51％に下がり、

その分「どちらかといえば好き」が 26～30％から 33～34％と微増してい

ます。（「好き」の減少については、R4 からタブレットによる調査になっ

たことも一因だと考えられています。） 

 

 

 

［中学生］ 肯定的回答は、82％と高かった H30 年度から急激に減少するも

のの、70％代前半を維持していましたが、直近の R5 では 67％と大きく減

少しています。この間の推移は、中学生では「どちらかといえば好き」が

40％前後であまり変化しないのに対し、「どちらかといえば好きではない」

が、「好き」の動きと逆に増加しています。 

 

読書は好きですか (%)【中学生】

年度

年月 H31.3 R1.7 R1.12 R2.7 R3.3 R3.10 R4.2 R4.9 R5.2 R5.9 R6.2

好き＊ 42 36 33 33 33 33 37 34 35 29 33

どちらかといえば好き＊ 40 38 39 38 41 41 38 39 39 38 38

どちらかといえば好きではない 14 18 20 19 17 17 18 19 18 23 20

好きではない 3 9 9 11 9 9 8 8 8 10 9

＊肯定的回答 82 74 72 71 74 74 75 73 74 67 71 83

R5 R5

目標

H30 R1 R2 R3 R4
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［まとめ］ 以上のことから、肯定的回答を増やすためには、小学校におい

ては「どちらかといえば好き」が「好き」になるような、中学校において

は「どちらかといえば好きではない」が「どちらかといえば好き」になる

ような、「どちらかといえば好き・好きではない」の境界層への働きかけ

が効果的だと言えます。 

  

 

 

［小学校］ 本市では、学校での「朝の読書」の時間以外での読書を推進する

ため、「不読率」ではなく「16 分以上読書をする割合」を小学生の独自の

指標としています。 

小学生の読書活動については、R2～3 年度のコロナ禍による行動制限は

１日の読書時間 (%)【小学生】

年度

年月 H30.10 H31.3 R1.7 R1.12 R2.7 R3.3 R3.10 R4.2 R4.9 R5.2 R5.9 R6.2

0分「全く読書をしない割合」 35 26 26 31 30 21 30 28 34 29 32 32

1～15分 30 31 33 32 29 26 26 30 35 35 37 36

16～30分＊ 19 20 21 19 19 23 23 19 17 18 18 17

31～45分＊ 8 11 8 8 9 14 9 11 7 8 6 8

46分以上＊ 8 12 13 9 13 16 13 12 7 10 6 7

＊「16分以上読書をする割合」 35 43 41 37 41 52 44 42 31 36 30 32 61

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R5

目標
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プラスに働き、休校期間中の読書時間が増えています（15 分以下の減・

16 分以上の増）。小学生の読書活動には、家庭の協力が効果的だというこ

とがうかがえます。その期間を除く全体的な傾向としては、16 分以上の

各区分が緩やかな減少傾向にあるのに対し、1～15 分のみは微増傾向にあ

ります。 

       

 

 

［中学校］ 中学生の「16 分以上読書をする割合」は R3 年３月に 17％まで

下がりましたが、翌年度の１回目の調査（中間調査）では 25％に急増し

ています。小学生がコロナ禍で読書時間がピークになった R2 年度末に、

中学生の読書時間は逆に最も低くなり、学校の再開とともに活性化する

１日の読書時間 (%)【中学生】

年度

年月 H30.10 H31.3 R1.7 R1.12 R2.7 R3.3 R3.10 R4.2 R4.9 R5.2 R5.9 R6.2

0分「全く読書をしない割合」 55 60 58 63 60 65 57 61 52 61 58 56 50

1～15分 23 21 21 16 20 18 18 18 22 20 20 23

16～30分＊ 13 12 10 8 10 8 13 12 14 12 12 12

31～45分＊ 5 5 5 4 4 3 5 5 6 3 5 5

46分以上＊ 6 6 6 9 6 5 8 5 6 4 5 4

＊「16分以上読書をする割合」 25 23 21 21 20 17 25 22 26 19 22 21

H30 R1 R3 R4 R5 R5

目標

R2
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ことから、中学生については、学校生活の影響が大きいことがうかがえま

す。（『書くこと』の設問「自分の意見をまとめて書けるか」において、よ

り顕著に表れています[参考]。） 

中学生で特徴的なのが「全く読書をしない割合」の“ジグザグ”のグラ

フで、毎年、学年末近くの調査時には中間調査時より４～９％増え、翌年

度の中間調査時にはまた２～９％減っています。中学生の読書活動は、学

年末や進学に向けた学習時間の増加とともに停滞し、新年度の開始とと

もにまた活発になる傾向にあると言えます。 

 

 

 

［まとめ］ 読書時間について、本市においては、朝の読書時間以外の読書

活動を促し、「16 分以上読書をすること」を目標に掲げることが、不読率

の減少に寄与することになるものと考えられます。 

小学生においては、「全く読書をしない割合」が、「16 分以上読書をす

る割合」と負の相関関係にあると言えるほど、鏡に映したようにきれいに

連動しています。 

また、中学生においては圧倒的多数である「不読率」ですが、やはり小

学生と同様、「16 分以上読書をする割合」と逆の動きをする傾向がありま

す。 

つまり、本市の児童生徒の読書時間について、「不読率」を指標にする

ことは、「16 分以上読書をする割合」を指標にすることと同義であると言

うことができることから、「16 分以上読書をすること」を目標にしながら、

小学生の指標も「不読率」に統一することが可能です。 

 

[参考] 
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（２）国及び県の計画との比較から 

○指標について 

  国及び県の計画では、子どもの読書時間に関する指標として、「不読率」

を採用しています。 

   国においては、「学校読書調査（公益社団法人全国学校図書館協議会調

査）」に基づいて、「５月の１か月間に読んだ本の冊数が０冊」の児童生徒

（不読者）の割合を「不読率」としています。（毎年６月に小学校４年生

以上・中学生・高校生を対象に、都市規模別にサンプル校を抽出し、各学

年１クラスで実施。不読率は極めて低く、小学生で 10％以下、中学生で

も 20％以下で推移しています。） 

   県においては、「不読率（１か月に１冊も本を読まない児童・生徒の割

合）」として「全国学力・学習状況調査（文部科学省調査）」の「１日の読

書時間」の調査結果を採用しています。（小学校６年生・中学校３年生を

対象として４月に行う悉皆調査で、国計画を元にした目標値とは大きく

隔たるのが常となっています。） 

  本市の調査において、小学生・中学生ともに、「不読率」を下げること

と「16 分以上読書をする割合」を上げることとは表裏一体の目標である

とも言えることから、意図するところを変えずに、小学生の指標にも「不

読率」を採用して県計画との整合を図ることは可能であると考えます。 

○調査期間について 

本市の「読むこと書くこと」アンケートにおける読書時間については、

直近２日間についての調査であるため（読書時間０分の「全く読書をしな

い割合」が小学生は 20～30％台、中学生は 50～60％台となり）、「１か月

間」を基準とする「不読率」と直接比較することはできません。 

同調査では「読書の日」（毎月３日間）についての項目もあるので比べ

読書の日(5のつく日)に読書したか (%)【小学生】 読書の日(5のつく日)に読書したか (%)【中学生】
年度 年度

年月 R4.9 R5.2 R5.9 R6.2 年月 R4.9 R5.2 R5.9 R6.2

した 45 49 43 46 した 21 22 20 20
少しした 38 39 39 38 少しした 40 37 38 39

しなかった 17 12 18 17 しなかった 39 41 42 41

0分 34 29 32 32 0分 52 61 58 56

１日の読書時間 (%)【小学生】（２日間） １日の読書時間 (%)【中学生】（２日間）

R4 R5R5R4
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てみると、小学生・中学生とも、「読書しなかった」の回答率は、２日間

の読書時間「0 分」の 2/3 となっており、対象日数（期間）に伴って読書

の機会が増え、「不読率」も減少することが示唆されます。 

 

○読書時間の調査項目について 

   「全国学力・学習状況調査」の「１日の読書時間」を参照すると、「全

くしない」から「２時間以上」という６段階での調査となっていますが、

「全くしない」（不読率）と他の項目との相関があまりなく、市の調査に

比べてターゲット・方策が見えにくいものとなっています。 

  

[参照]全国学力・学習状況調査（富津市） 
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本市においては、「どちらかといえば好き・好きではない」といった層、

１日の読書時間がようやく 10 分を超えるかどうかというような層への働

きかけが重要だと考えられます。 

 

○嗜好調査の調査時期について 

   「読書が好き」かどうかの嗜好調査について、「全国学力・学習状況調

査」では必ずしも毎年設問があるとは限らないため、県では R2 年度から

「千葉県社会教育調査」の結果を使用しています。（社会教育調査は３月

末の実施で卒業直前の小学６年生・中学３年生が対象となり、肯定的な

回答が高くなる傾向にあります。） 

   本市の「読むこと書くこと」アンケートでは、嗜好調査については（読

書時間調査とは異なり、）中間調査と学年末調査との差が顕著ではなく、

また市の教育委員会が直接実施する悉皆調査でもあるため、従来通りそ

の調査結果を用いるのが妥当であると考えられます。 

 

（３）成果指標で引用する数値について 

   これらのことから、本市における子どもの読書活動の推進のための調

査について、今次計画では、以下のとおりとしました。 

◆読書時間の成果指標としては１か月間の「不読率」とし、県調査と同様

「全国学力・学習状況調査」の数値を引用します。 

 ◆本市の児童生徒の読書活動については、１日あたりの読書時間「16 分以

上」を目標とすることが望ましいことから、読書活動を推進するための

市独自の調査として、従来どおり「読むこと書くこと」アンケート調査

を実施し、活用します。 

 ◆「読書が好き」かどうかについては、これまでどおり市の「読むこと書く

こと」アンケートの学年末調査の結果を使用します。 
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